


　内閣は「地方創生」を掲げ、平成26(2014)年7月24日、内閣官房に「まち・ひと・しごと創生本部」
設立準備室を発足させました。また、平成26年11月28日には、「まち・ひと・しごと創生法」が制定さ
れ、その目的として「国民の一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める地
域社会の形成」、「地域社会を担う個性豊かで多様な人材の育成」、「地域における魅力ある多様な就
業の機会の創出」を一体的に推進するとしています。
　このような中で、内閣の教育再生実行会議は、第1次～7次にわたって教育改革の提言をしてい
ます。また、平成27年3月4日の「『学び続ける』社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の
在り方について」（第6次）では、「１．社会に出た後も、だれもが「学び続け」、夢と志のために挑戦で
きる社会」、「２．多様な人材が担い手となる『全員参加型社会』へ」、「３．教育がエンジンとなって『
地方創生』を」を掲げています。特に、「地域産業、担い手を育てる大学等をつくる」として、「大学等
による地域連携は地方創生の であり、地域の拠点となる大学等の一層の機能強化が図られる」
ことが期待されています。
　平成25年度に引き続き、平成26年度九州共立大学『地域貢献・連携事業』報告書の刊行にあたっ
て、本学では多くの教員や学生が地域連携に関わっていることが明らかになりました（掘り起こせば
もっとあるものと思われます）。この23事例を更なる「地域連携」のステップとして、全学体制で取り
組みたいと思います。どうぞ、今まで以上に連携協力、ご支援・ご指導をお願いいたします。

「大学等の地域連携は地域創生の である」
　　　　　　　　　　　　　九州共立大学　スポーツ学部　教授　古市　勝也
　　　　　　　　　　　　　　　（兼）地域連携推進室長
　　　　　　　　　　　　　　　（兼）九州共立大学・九州女子大学・同短期大学　
　　　　　　　　　　　　　　　　　生涯学習研究センター所長

　九州共立大学を設置する福原学園は、1947(昭和22)年、創設者福原軍造が｢真の教育は揺るぎ
ない建学の精神をもった私学でなければ実現することが出来ない｣という信念に基づいて開設しまし
た。九州共立大学は、1965(昭和40)年に誕生し、今年創立50周年を迎えます。
　本学では、大学の基本的な機能である教育・研究だけでなく、地元の行政機関・市民・NPO等と連
携し、地域貢献・連携に取り組んでいます。この度刊行される｢平成26年度　九州共立大学『地域貢
献・連携事業』報告書｣は、本学が取り組んでいる活動のうち、地域貢献・連携事業を中心にまとめた
ものです。
　近年、高等教育行政は次 と々施策を打ち出しています。地域貢献・連携についても、大学等が自治体
と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究・地域貢献を進める大学等を支援することで、地域コミ
ュニティの中核的存在としての大学の機能強化を図ることを目的とした｢地(知)の拠点整備事業(大学
COC事業)｣が平成25年度より実施されています。また、地域発展、産業界・他大学等との連携、および
グローバル化などの改革に全学的・組織的に取り組む私立大学等に対する支援を強化することを目
的とした｢私立大学等改革総合支援事業(タイプ2：地域発展)｣も平成25年度より実施されています。
 本学においても、上記の高等教育行政の施策を念頭に置いて、学生と教職員が共に立つことを基盤
として、これまでの伝統を確実に継承し、地域社会との連携をより一層深めてまいる所存です。今回の
報告書が、この拡充の後押しに寄与すると信じています。

｢平成26年度　九州共立大学『地域貢献・連携事業』報告書｣の刊行にあたって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　九州共立大学　学長　奥田　俊博


















































































